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不完全雇用均衡における
税制改革の厚生分析
川俣雅弘
はじめに
競争･市場において価格メカニズムの失敗をもたらす要因に対しては公
共部門による市場への政策介入が有効であり，公共政策のために必要な
財源を確保する手段として課税制度が重要な役割を果たしている。課税
体系に関する研究は，Diamond＆Mirrlees（1971）およびMirrlees
(１９７１）以降，次善理論の観点から一般的な経済環境においてどのよう
な課税制度が最適であるかという問題が注目を集め，最適課税理論を中
心として展開されている。（１）
ところが，Feldstein（１９７６）が指摘しているように，最適課税理論
によって特徴づけられている課税制度を実際に運用するにはさまざまな
問題がある。(2)また，不完全雇用均衡においては完全雇用政策によりど
の消費者の失業が解消されるかが不決定であるから（Kamiya（１９８５）），
課税制度が最適であるか否かを定義できないかもしれない。したがって，
実用性の観点からは，現行の課税制度の改革に関する研究がより重要で
ある。
資源配分の効率性の観点からいくつかの税制改革の方向づけが指摘さ
れているが,(3)間接税率の比例的変化の分析の１つとして，資源の完全
雇用に基づくミクロ経済モデルにおいて間接税率が比例的に下落すると，
消費が増大し代表的消費者の経済厚生が増大することが指摘されている
(Hatta＆Haltiwanger（１９８５）;Keen（１９８７）；川又（１９９０））。他方，
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不完全雇用に基づくマクロ経済モデルにおいては，均衛財政政策により
国民所得が増大するから，税率が上昇すると均衡財政支出は増大し，国
民所得したがって消費が増大し経済厚生が増大するはずである。これら
のことは，完全雇用均衡と不完全雇用均衡においては税制改革の経済効
果が異なる可能性があることを示唆している。
本稿のⅡ的は，貨幣賃金率が硬直的であるために失業が生じている混
合経済における不完全雇用の一般均衡を考察することにより，不完全雇
用均衡における税制改革について検討することである。マクロ経済モデ
ルにおいて均衡財政政策が有効であるのは価格が一定であるからであり，
不完全雇用均衡においても均衡財政政策によるそれぞれの財の需給の変
化によって相対価格が変化するならば，経済厚生が増大するとはかぎら
ない。逆に，ミクロ経済モデルにおいて，すべての消費財の間接税率が
比例的に上昇してもそれが消費者の所得の増大したがって消費の増大を
もたらすならば，経済厚生が増大するかもしれない。
不完全雇用均衡においては，支出額に応じて消費者から徴収する税収
を財政政策に活用し失業者の所得を回復するために，財政政策の所得分
配効果により所得分配を撹乱する可能性がある（Kamiya（1985））。し
かし，適当に所得を再分配すれば，不完全雇用均衡において必需品の税
率を上昇させ嗜好品の税率を下落させることにより，政府収入したがっ
て政府支出の増大をもたらし，財政政策による失業の解消を通して社会
全体の経済厚生を増大させることができる。一般に，不完全雇用均衡に
おける税制改革の効果は，経済厚生の増大にとって間接税率の比例的変
化と同値である直接税制の改革だけではなく，間接税制の改革が必要で
ある。
Ｌ混合経済の不完全雇用均衡
われわれは，消費者，生産者および政府から構成される混合経済の不
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完全雇用均衡における完全雇用政策を分析しているKamiya（１９８５）の
モデルを単一財から複数財に拡張し，不完全雇用均衡における税制改革
の経済効果を考察する。この節においては，混合経済の不完全雇用均衡
について説明する。不完全雇用は貨幣賃金率が硬直的であり，消費者の
労働供給に対して牛産者の労働需要が不足しているために生じる。
１－１混合経済
Ｚ人の消費者，１人の生産者，政府および３つの財から織成される混
合経済を考える。財Ｚは必需品，財２は嗜好品，財３は余暇および労働で
ある。（ｲ）間接税は従価税として消費財のみに課され，直接税や定額税
は課されないとする。それぞれの財の生産者価格を（Ａ,山,z､)，間接税
を(f１，ｔ2,0），消費者価格を(9,,q2,z､）によって表す。間接税は従価税で
あるから，任意のﾊｰｴ,２について
（１）‘,,=…=('十鍔)，,,=,１１，，‘
である。(5)ただし，任意の〃＝Ｚ,２についてp/`＞０，アノh＞Ｚしたがってq,`＞
p"＞０である。
生産者は労働をⅣ投入して消費財ＺをＹ小消費財２をＹ２産出する。
生産者の生産は(Ｙ』,Ｙ2,-Ｎ）によって表される。生産者の生産技術は
生産関数
Ｆ(Ｙ』,Ｙ２，－１V)＝０
によって表される。生産関数は
F(…)=０，器(〕三FＡ１臺仏謡い＝F圏(〕≧‘
器卜)薑F鮒ﾄ)≧α祭卜)<`纂いくα慕い＜，
を満たす単調増加，凹，２１，１連続微分可能な関数である。
消費者は指標′Ｅ｛Z,…,Ｉ）によって表される。消費者jは労`働資源
互の一部を余暇として’需要し，残りを労働として"/＝Ｌｊ－’供給して
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賃金所得を得る。かれは所得を支出して，消費財ｚをjUiまた消費財２を
姥消費する。消費者/の消費は(週,ガム,’）によって表される。消費者Ｊの
効用関数は
ぴ(r},r2,’）
によって表される。効川関数は
ａＵ’ 扇卜)篝Ui卜)≧叺芳('篝Ui卜)薑Q等(]=ひ()薑,
を満たす単調増加，厳密な擬nm，２回連続微分可能な関数であるとする。
消費者/は労働資源をＬ'，上'二産者の株式を８，ただし'≧０，囚β,≧Ｚ所有
し，生産者をコントロールする。
政府は，間接税率(γz,７２）を定め,･消費者から税金を徴収して得た政府
収入
Ｔ＝{91(ｒ』＋Ｇｚ)－pzY』}＋{q2(r2＋Ｇ２)－αY2｝
を財政政策(ＧＩ,Ｇ２）として消費財需要のために支出する。
こうして，混合経済は１人の消費者，牛犀者および政府の組（(Ｘｊ，
び,、’８Ｊ),Ｆ,（(７１，７２),（Ｇ１,Ｇ２))）によって表現される。
１－２混合経済の不完全雇用均衡
牛産者の利潤は，利潤＝収入一間接税一費用であるから，
汀＝(qzY,＋q2Y2)－(r,Ｙ,＋d2Y2)－Z(Ｗ＝PIY1＋座Y2-z(Ｗ
によって表される。
生産者は生産関数の制約のもとで利潤pZY,＋座Y2-z(Ｗを最大にする
ように労働投入および消費財の産出を決定する。すなわち，
（Ｋα）（Ｙ談,Ｙ‘，－｣V*）は，Ｆ(Ｙ山Ｙルー1V)＝０の制約のもとで
ＰｆＹ,＋PｵＹ２－ｚＷＶを最大にする。
ラグランジュ乗数をｙとすると，（Ｋα）から，
Ｐｊｒ－ソＦ１＝,,鰺一ｙＦ２＝０，－Z(ﾉ*＋ｙＦｊＶ＝０，
したがって
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（２）茅-烏,茅-長,釜-畳
が得られる。生産者均衡（２）から，消費財供給および労働需要はそれ
ぞれの財の生産者価格,体系の関数であり，Ｙ,(ｐ１，典,z(ﾉ)，Ｙ２(Ａ,α,z(ﾉ)，
Ｍルル,z()）によって表現される。
消費者jは株式を保有比率β'で保有し，労働〃を供給し，利潤の配当
β`汀と労働賃金zO"'を受け取る。したがって，消費者jの所得は〃'＝zwz1
＋ひ汀である。このとき消費者‘は所得制約
qZju`』＋q2Lri2＝jIj＝z(ﾉ"i＋8j汀＝z(ﾉ(Ｌノー')＋βｊ元
のもとで効用を最大にするように消費1吋需要(jrj1,虹12)および労働･供給し
たがって余暇需要'＝Ｌｊ－"iを決定する。すなわち，すべてのiＥ（Z,…
,Ｉ｝について
（Ｋβ）（ｒｊ｣*,rj2*,/j*）は9』*jriZ＋q2襟rj2＝Ⅲjただし〃ノーzu*(Ｌｉ－'）
＋β`元の制約もとでひ(jri1,ｒ'2,’）を最大にする。
一般には，（Ｋβ）から
（び』*－入9ﾀﾞ,び2*一入q2*,び』*－Ｍﾉ*)≦０
（３）（ひ』*－入q,*,Uj2*－入９２率,び,*－北0*ルノ』*,jUj2*,’*)＝Ｏ
（苑/,*,ri2*,’*)≧ｏ
および
（４）ｑｚ*ri』*＋q2*・ri2*＝〃ｉ
が得られる。
消費者が失業している場合には，貨幣賃金率は一定z(ﾉであり，消費者
の労働供給は生産者の労働需要によって決定される。すなわち，丑"!＝
jv(ルルカ）となるように各消費者の労働供給("j)が決定される。とこ
ろが，すべての消費者の労働供給が上上産者価格体系の変化に応じて同じ
ように変化すると仮定すると’消費者/の労働供給は，それぞれの財の
生産者価格体系の関数と考えることができるから，〃j(ｐルル,z(ﾉ）(こよっ
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て表現される。(6)
また，不完全雇川均衡においては貨幣賃金率は一定z(ﾉであり，労働供
給"『は消費者にとって所与である。したがって，消費者iにとって余暇'
＝Ｌ』－"'および所得〃＝zwzl＋〃元も所与である。消費者は所与の所得を
消費に充てる。こうして，消費者jが失業しているか否かによって消費
者均衡の条件は異なる。(7)
２つの消費財は内点で均衡しているとする。消費者iが失業していな
いときには，入をラグランジュ乗数とすると，（Ｋβ）から
Ｕｉ＝Aqz,Ｕ２＝入92,Ｕｌ＝入z､，
が成り立つ。ところが，消費者/が失業しているときには，かれの余暇
は過剰であり，余暇の限界効用は賃金率より小さいから，（Ｋβ）から
（５）Ｕ２＝入9ｎＵ２＝Aq2,Ｕｉ＝/Ｗ，
が成り立つ。
したがって，消費者ｉの消費財の消費はそれぞれの財の消費者価格お
よび所得の関数であり，ｊＵｊ１(q力92,Z(ﾉ,〃),ｒｊ２(q１，q2,Z(ﾉ,〃）によって表現
される。また，消費者iの余暇の消費は，ノノーＬｊ－"'(Ａ,座,力）によって
決定されるから，それぞれの財の生産者価格の関数であり，’(ルル,z(ﾉ）
によって表現される。それぞれの財の総需要関数は，
ｊｒ,＝Zigri,ｒ２＝Zijrl2,ノーＺ/’によって表される。
政府は課税制度(γ,,γ2）を定め，それに基づいて徴収した政府収入
Ｔ＝{q,(ｒ,＋Ｇ｣)－ｐ１ＹＪ}＋{q2(jr2＋Ｇ２)一山Y2｝
を支出して消費財を9,Ｑ＋q2G2消費する。１８）政府は均衡財政Ｔ＝Ｇを採
用しているから，
（６）｛9,(jr1＋Ｇ』)－ｐ１Ｙ１}＋{q2(jr2＋Ｇ２)－座Y2}＝ｑ１Ｇ,＋q2G2
を満たす。
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こうして，混合経済の不完全雇用均伽は，ｉｉ'i費財１７１丁場，消費財２市
場，労働・余暇市場および政府収支の均衡条件によって決定される。
Ｙ,(pハル,z､)＝Zjri(q1,q2,zc,〃i)＋ＧＩ，
Ｙ２(p,,山,z(ﾉ)＝どjjri2(9,,92,0(ﾉ,〃/)＋Ｇ２
（７） 
」V(ｐ１，上,z､)＝Ｚ『"/(91,q2,z(ﾉ）
（９１(ｒｊ＋Ｇ１)－ｐＪＹ１}＋(q2(r2＋Ｇ２)－p2Y2)＝q｣Ｑ＋仏Ｃｚ
これらの均衡条件のうち労働・余暇市場の均衡条件は二重決定仮説に
より必ず成立する。残り３つのうちの一つの均衡条件はワルラス法則に
より独立ではないから，これらの均衡条件は２つの未知数を決定する。
実際,これらの均衡方程式は各消費者の時間資源(Ｌｊ),課税制度(7,,γ2)，
財政政策(Ｇ１,Ｇ２)，および賃金〃を所与として２つの消費財の消費者価
格(q』,92）あるいは生産者価格(’１，座）を決定する。
２税制改革による経済厚生の変化
厚生経済学の基本定理が成立するような古典的経済環境の完全雇用均
衡においては，間接税率の比例的上昇は経済厚生を減少させ，比例的下
落は経済厚生を増大させる。ところが，不完全雇用均衡においては，間
接税率の引き上げによって生じる政府収入増大分を財政政策として支出
することにより完全雇用均衡における効果と異なる効果をもたらす。そ
こで，不完全雇用均衡おける均衡財政政策の効果を調べ，税制改革が経
済厚生に及ぼす効果について分析する。(9)
２－１税制改革による消費者効用の変化
失業は，労働供給が労働需要を超過する水準において貨幣賃金率が硬
直的であり，生産者の労働需要が不足するために生じる。このために，
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経済全体の所得水準が低く消費財需要が過少であり，それらを満たすた
めに必要な消費財供給も過少でしたがって労働需要も過少である。その
ため，消費者の労働供給計画と比較して，生産者の労働需要は相対的に
過少であり，不完全雇用すなわち失業が生じる。
Kamiya（１９８５）が指摘しているように，政府は，貨幣賃金率は一定
であるから，消費財の生産者価格を上昇させ実質賃金率を下落させるこ
とにより，雇用を促進させ，経済厚生を増大させることができる。そこ
で，政府は，間接税率（７Ｊ,７２）を変更することにより消費財の生産者価
格を上昇させるような雇)１１政策を採用する。したがって，税制改革によ
る経済厚生の変化は，間接税率が変化するときの消費者の効用水準の変
化を調べることにより明らかにされる。消費者ｊの効用Ｕｌはかれの消費
(・ri,苑2,/`）の関数であり，消費財需要は消費者価格体系と所得(qLq2,〃，
〃j）の関数であり，余暇需要は生産者価格体系(ｐハル,z(ﾉ）の関数である
ことを考慮すると，不完全雇用均衡において，間接税率したがって消費
財の消費者価格および生産者価格が変化するときの消費者jの効用水準
の変化は，
`ひ=(Ｕｉ芳十ひ譽芳)`“+祭司;lf`'，
＋(ひ』鵲十び豐芳)``汁等ﾏ;１A`'’
十(ぴ鵲+ひ譽滞)`〃
によって表される。この式に消費者の効用最大化の条件（３）を代入す
ることにより，
（８）‘ひ=((の鶚+"等)…器`'』
＋(唖鵲+鯰禁)…器`'，
＋(`』蒜十鯉蒜)`"｝ただし鰹-了万・ＺａＵｌ
１６１ 
が得られる。ここで，（８）の経済学的な意味をわかりやすく解釈する
ために，若干の予備的計算を行う。
所得制約式qzr`'十9鋲22＝JZ'をqj,q2および〃'について偏微分して整理
すると，任意の〃＝Ｚ,２について
（９）‘』鵲十鰹器=-鰯↑，
および
（'0〕,』滞十`譽滞=』
が得られる。また，所得は生産活動から生じ，生産は生産者価格のみに
依存して変化するから，
（､）‘１Ｍ'=(励諾+''器)`'』+(`,器+緋景)`，’
である。
消費財供給および労lmll需要は生産者価格体系の関数であるから，生産
者の生産関数は
Ｆ(Ｙ,(Ｐ,,座,z(ﾉ),Ｙ２(’1,座,zD),－Ｍｍ△,z､))＝０
と表されることを考慮して，生産関数をそれぞれの消費財の生産者価格
で偏微分すると，任意のカーZ,２について
-2旦.旦竺＋-2二.旦竺--2且.-2△L＝ｏａＹ１ａｐﾉｚａＹ２ａｐ/ｚａＺＶａｐｈ 
となる。この式に上|ご産者均衡の条件（２）を代入することにより，
（'2）’』器+必芳-m器=ｐ
が得られる。そこで利潤をそれぞれの消費財の上'二走者価格について偏微
分すると，（１２）から，任意の〃＝Ｚ,２について
（'3）器=',器+企器+r,,一両器=y,，
が得られる。
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したがって，不完全雇用均衡における消費者ｉの効月]水準の変化を表
す（８）は，（９），（10），（１１），（１２）および（１３）から，
（,』）‘び=Al一…+…』+("-腱:)諾`',
‐…+，…+(耐-僕`)祭`'１
によって表現される。
ところで，所得制約式（４）から
‐坊=寄灘`身-苦獺`-``△(r』+署r譽一芸1V）ｑｚ 
（１５） 一塊=證蕊１－螢禰ﾎﾞｰ，全(△r』十Ｆ豊一芸』v）Ｑ２座
である。また，（１）から任意の〃＝Ｚ,２について
空L-221L＋２２ﾕＬｐｈ ９ハγﾉZ(１６） 
である。（１５）および（１６）を（１４）に代入して整理することにより，
不完全雇用均衡において間接税率が変化するときの消費者ｊの効用水準
の変化は，
（Ⅲ7）‘び=入[(…-…)等+(…－，'』r』)等
－８ｍY,＋しY2)(且【zと＋-2z▲）γI72 
-"(が-,W)(等十等）
＋…)(器`必+謡`雄)］
によって表現される。したがって，不完全雇用均衡において税率が変化
するときの消費者jの効用水準の変化は，４つの効果から構成される。
２－２節において，これら４つの経済効果について考察する。
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（１７）の第１項および第２項は，消費財Z（２）の伴産者価格の変化に
対する消費者の効用水準変化を表している。消費財の生産者価格の変化
率の効果は，任意の〃＝z'２について
坐－，<ただし`<鵲<Lo<，<』ｐ"Ｙﾉ２ 
の符号によって決定される。分数は〃財の経済全体の消費に対する消費
者Zの消費シェアを表している。β`は所与である。ところが，消費財ｚは
必需品，消費財２は嗜好品であるから，相対的に所得水準の高い消費者ｊ
については，β'の値も大きく，経済全体に対する必需品の消費シェアは
小さく，嗜好品の消費シェアは大きいと考えられる。逆に，相対的に所
得水準の低い消費者iについては，〃の値も小さく，経済全体に対する
必需品の消費シェアは大きく，嗜好品の消費シェアは小さいと考えられ
る。したがって，
旦竺－，`>o(低所得消醤者入鵲-’1<，(高所得消寶者）pzYI 
-222Z二一β'＝ｏｐ２Ｙ２ 
である。このことから，必需品の生産者価格の変化率は効用水準にほと
んど影響しない。また，嗜好品の生産者価格の上昇率は低所得消費者に
は望ましいが，高所得消費者には望ましくない。失業は消費財の生産者
価格の上昇によって解消されるが，消費財の生産者価格の上昇は，高所
得者より低所得者に有利な所得分配をもたらすという意味において，望
ましい所得分配をもたらす。
第３項は，間接税率が変化するときの効果を表している。経済厚生は
間接税率の変化の方向と逆の方向に変化する｡この効果は株式シェア〃
が大きいほど大きい。
第４項は，消費者価格の変化に伴う所得の再分配効果を表している。
この効果は"ノー８Ｗの符号したがって
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升-`’
の符号によって決定される。（Kamiya（１９８５））。失業している消費者
については"!=０であるから"ﾉｰ８Ｗ≦oである｡
第５項は，生産者価格の変化に伴う失業の変化の効果を表している。
消費財の生産者価格が上昇するならば労働需要は増大するから，失業し
ている消費者については，ｉｘﾉ＞解ｊが成り立ち，消費財の生産者価格の上
昇により，失業が解消され効用水準は上昇する。逆に，失業していない
消費者については，（５）から
〃＝浮匹
が成り立つから，財政政策の効果はない｡むしろ，失業していない消費
者は財政政策の財源を提供することにより効用水準を下落させている。
このように，不完全雇用均衡における完全雇用政策は，所得の再分配
効果のためにパレート的改善である配分をもたらさないから，￣一般に経
済厚生が増大するか否か判断することができない。そこで，経済には－
人の代表的消費者しかいないと想定することにより，経済全体の経済厚
生の変化を調べる。このときには，代表的消費者の効用水準は，
（１８）‘U=((…-…芋+…-…等
一(ｐ１Ｙ１＋p2Y2)(上ニム＋２２二）
７１γ2 
-"Uv-jvX芋十等）
＋(耐-膠)(器`趣+祭`"ｌ
となる。ところが，消費者は一人であるから’第４項の所得再分配効果
は消失する。また，均衡財政の条件（６）から，
（qzrz-pZY1)＋(q2jc2￣企Y2)＝０
であり，雇用政策により消費財の生産者価格は上昇するから’第1項と
１６５ 
第２項は相殺し合う。さらに，第３節においてみるように，均衡財政の
もとで間接税率の改革はそれぞれの消費財の消費者価格および生産者価
格が上昇する，すなわち‘９１＞,‘92＞0,”I＞0,‘座＞ｏとなるように，
消費財ｚの間接税率を上昇させ，消費財２の間接税率を下落させる，す
なわち`γz＞0,ｺγ2＜Ｏとなるように行われる。このときには，第３項は
相殺される。したがって，（１８）式は第５項の雇用政策の効果のみが有
効である。すなわち，税制改革により上k産者価格が上昇し，失業が解消
され，所得および消費が増大し，経済厚生は増大する。こうして，代表
的消費者の経済厚生は増大するから，所得が適当に再分配されるならば，
全体の経済厚生は増大すると考えられる。
３税制改革による税収および価格の変化
前節においては，税制改革が経済厚生に及ぼす効果について考察した。
間接税率が変更されると，市場メカニズムを通して政府税収，消費財消
費者価格，消費財上'二産者価格などが変化し，それらの総合効果により経
済厚生が変化する。この節においては，議論を単純にするために，経済
には－人の代表的消費者しかいないと想定することにより，これらの市
場メカニズムの作用について分析し，望ましい税制改革の方向づけにつ
いて検討する。
３－１消費財の需要および供給の価格弾力性
われわれの分析においては，消費財に関する需要および供給の価格弾
力性の性質が本質的役割を果たしている。そこで，消費財の需要および
供給の価格弾力性および需要の所得弾力性を正になるように定義する。
ﾉｶｰﾉﾔのとき6ﾊﾙｰｴ,/b＝んのとき6ルルーーＺであるとすると，需要の価格弾
力性，供給の価格弾力性および需要の所得弾力性はそれぞれ，
（19)`雛芳殼=…鱸器殼='臘臘雨示-…〃ａ軌一
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である。また，単純化のために需要および供給の交差弾力性は非常に小
さく，無視することができる，すなわち
（２０）eZ2＝eユールーワ２１＝０
であると仮定する。
ところで，需要関数は消費者価格と所得に関して０次同次であるから，
同次関数に関するオイラーの定理および需要の価格弾力性の定義から，
（２１）SZZ＝S１２＋eZMea2＝e2Z＋ｓａ１Ｊ 
となる。したがって，（２０）と（２１）から
（２２）sIz＝ezjM，e22-c2〃
が得られる。
また，需要および供給の価格弾力性がＧＩ,＜〃１，＝牝2＜e22を満たすとす
るならば，
（23〕帯く』<二塁〃理
ｶｺﾞ成り立つ。
消費財Ｚは必需品，消費財２は嗜好品であり，一般にＧ１』＜1,s翠＞Ｚで
あると仮定される。ところが，経済活動は不完全雇用状態にあり，たと
え消費財の消費者価格が上昇しても消費者は消費水準を下げることが難
しい。そこで，それぞれの消費財の需要の価格弾力性は一般に仮定され
るより小さいと考えられるから，
（24〕竺刀>z等ﾂﾞ…筈…>』･ｒＺ 
と仮定してもよいであろう。
３－２間接税率の変化による政府収入の変化
間接税率の変化によって政府収入がどのように変化するかを調べる。
消費財需要が消費者価格体系および所得の関数であり消費財供給が生産
者価格体系の関数である，すなわち
juI＝ju1(9,,q2,z(ﾉ,〃(p1,α,zｲﾉ)),Ｙ,＝ＹAPI,座,zｲﾉ)，
１６７ 
ｒ２＝jr2(qI,Ｑ２,zｲﾉ,皿(Ｐｚ,α,z(ﾉ)),Ｙ２＝Ｙ２(Ｐ1,座,z(ﾉ）
であることに注意して，政府収入
Ｔ＝｛9,(jrI＋Ｇ１)－ｐ１Ｙ１｝＋｛q2(工2＋Ｇ２)－座Y2｝
を全微分して整理すると，
（25)`ｒ=…(÷-．型)等+…(箸-匿鍵)÷
＋(鋤器+鯰器－１)'…+,､)等
＋…('十,鑿)等’
が得られる。ところが，（１０）より
（26)``鵲+`圖器=Ｚ
であるから，（２４）は
（27)`､=`"ﾊﾞﾆｰ壜鰹)等…(空－．鍵)等ｒｌｊＵ２ 
となる。したがって，政府収入は消費財の需要および供給の価格弾力|生
に依存して決まる。そこで，３－１節における消費財の需要と供給の価
格弾力性および需要の所得弾力性の性質から，（２５）の政府収入の変化
の消費者価格の変化の係数は，
（28)`先』=`"』(÷-壜幽)>叺`羨圏=…(筈-壜蘂)>‘
である。したがって，消費財Ｚおよび消費財２の消費者価格が上昇する
と，政府収入は増大することがわかる。
３－３間接税率の変化による消費者価格と生産者価格の変化
均衡財政政策の効果は消費者価格の変化に依存する効果と生産者価格
の変化に依存する効果から構成される。ところが，政府がコントロール
するのは消費財の間接税率であり，間接税率の変更により市場均衡を通
して生産者価格および消費者価格が決定される。そこで，間接税率と消
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費者価格と生産者価格の関係について考察する。
ここでは，経済には－人の代表的消費者しかいないと想定しているか
ら，消費財市場の均衡条件（７）は，
ＹＺ(ｐｚ,座,zc)＝苑』(q,,q2,z(ﾉ,J1)＋Ｇ１
（２９） 
Ｙ２(Ｐ,,Ｐ2,zu)＝r2(qZ,Q2,z､,皿)＋Ｇ２
となる。それぞれの消費財の消費者価格および生産者価格は間接税率
(γ,,γ2)および政府支出(Ｇ１,Ｇ２)に依存して決定される。政府は均衡財政
を維持するから，政府支出ＧはＴ＝Ｇ＝ｑｚＧｚ＋92G2を満足するが，それ
ぞれの消費財への政府支出の配分は窓意的である。
まず，間接税率が変化するときの生産者価格の変化を調べる。（２９）
を全微分して整理すると，
，(…"鶚)+(竺一勵鰄鶚川｣芋ｊＵｚ 
－壜』椒等(z+〃鼈)等=-盧型些十坐γＩｊｒｌ 
および
‐…等(Z+"")芋十'に～鶚）
＋(竺一…等沁豐'筈一鍵些+準ｊｒ２７２jU2 
ｶｶﾞ得られる。ここで，
`ｕ=(塵…鶚)+(÷-s"鶚)"u>，
`膠=-厘"等('+,蜜)<‘
`璽一…鶚(Z+v型)<，
`蘂=(｡…鶚)+(箸-…帯地>，
bZI＝－ｓ,Z＜０，６Z2＝62,＝０，６２２＝－s22＜０ 
１６９ 
とおくと，（'0》
(瓢)|:ｊｉ:!:||:|:;|:十|鰍川ｊｆ１ｌ鮎｜
が得られる。ここで，（３０）を(ﾛﾉｴ)J/pz,ダル/此)について解いて，
」＝αzza翠一az2(z2z
とおくと，
(圏皿|鮒１－ﾅ'第"-鰯||鰍１
－ﾅ|篁籔-笏Ⅱ鮎｜
が得られる。
ｊは正である。実際，消費財需要の価格弾力性に関する仮定（20），
(２２）および（２４）を適用すれば，
lpzYA-』ユーＧ１,)(」二＋三里）
ｊｒｚｒ２〃詔
十座Y2(」どL＋ミニＸＺ且一s空)）＞ｏｒノリノノｒ〃
〃１１７露(３２）」＝ １１１ 
となる。('1）
したがって，同じように仮定（２０），（２２）および（２４）から，
‘必/'’一竿＜叺競--\鑿<仏’７z/γ』
…--苧』<α謙一`等譽<，（33）‘γz/γ１－ 
鍔=等>叺滞芳子>，
鍔一半>仏鍔豊=子>‘
が得られる。('2）これらの式はそれぞれの消費財について，間接税率が
下落するならば生産者価格は上昇し，政府支出が増大するならば生産者
価格は上昇することを意味している。したがって，消費財の生産者価格
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を上昇させるためには，間接税率を下落させるか政府支出を増大させる
ことが必要である。ところが，（３１）からそれぞれの消費財について間
接税率の変化率の係数の大きさと政府支出の変化率の係数の大きさを比
較すると，
｜α麹、ｌ＜｜α露'’’一α』山塞|＞l-a121，
ｌ－ａ２ｊ６１１ｌ＜｜－α21｜，｜α』162,|＞｜α,』｜
であるから，それぞれの変化率が同じであるならば，消費財Ｚについて
は財政支出の効果が大きく，消費財２については税率の効果が大きい。
３－２節の結果から，政府支出を増大させるためには，消費財Ｚおよ
び消費財２の消費者価格を上昇させればよい。そこで，間接税率が変化
するときの消費者価格の変化を調べる。（１６）および（３３）から，
‘9z/q１－α垂(α１１＋611)－α１２(Z2』＞０ｺ７１/γ」」
（３４） 
‘q2/ｑ２－－ａ２Ｉａ１２＋α』北塑十622）＜０ｺγ湯化」
が得られる。実際，』＞０であり，消費財需要の価格弾力性の性質
（２０）～（２４）から，
α露(α』J＋6,,)－αZ型２１
＝竺器[',z'号－．型(Z十方)}(簑十篭）
＋…÷(÷團墾)]>,
および
－CZ2Jaj2＋αZ,(α22＋6鍋）
〈鶚露，垂１号(器-器)-器麿鐘(z+志)'<，
が得られる。('3）これらは，消費財Ｚの消費者価格は１１１１接税率と同じ方向
へ変化し，消費財２の消費者価格は間接税率と逆の方向へ変化すること
を意味する。したがって，政府支出を増大させるためには，消費財Ｚの
間接税率を上昇させ，消費財２の間接税率を下落させればよい。
１７１ 
このとき，消費財Ｚの間接税率の上昇はこの財の生産者価格の下落を
もたらすが，それは政府支出増大の効果によって相殺される。また，消
費財２の間接税率の下落は政府支出の増大とともに生産者価格を上昇さ
せる。こうして，政府は消費財Ｚの間接税率を上昇させ，消費財２の間
接税率を下落させることにより，それぞれの消費財の生産者価格を上昇
させて，経済厚生を増大させることができる。
４結びにかえて
混合経済の不完全雇用均衡における間接税率の変化の経済効果を分析
した。不完全雇用均衡においては，雇用政策が必ず所得分配効果を伴う
から，経済厚生のパレート的改善は一般に不可能である。しかし，所得
を適当に再分配するならば間接税率の改革によりすべての消費者の経済
厚生は増大するという意味において，経済全体にとって間接税の方が支
出税より有効であることがわかる。
不完全雇用は貨幣賃金率の硬直性のために生じているから，消費財の
生産者価格が上昇し，実質賃金率が下落することにより相対価格が調整
されるならば，経済厚生は増大する。ところが，生産者価格は間接税率
の変更とそれにより政府収入がどのように増大するかに依存する。した
がって，政府は政府収入がより増大するように間接税率を操作する。一
般に，必需品の間接税率を高くし嗜好品の間接税率を低くすると，各消
費財の消費者価格は上昇して政府収入が増大する。これは，不完全雇用
均衡においては間接税率の比例的上昇あるいは比例的下落という支出税
による代替が可能な税制改革により，必需品と嗜好品で異なる間接税率
の改革の方が有効であることを意味している。
ところが，このような税制改革には所得分配の公平性の観点からいく
つかの問題がある。まず，この税制改革は失業していない消費者の間に
おいて逆進的な所得の再分配をもたらす。また，失業の解消は，相対的
172 
不完全雇用均衡における税制改革の厚生分析
に失業していない１i1j費者が負担する税金でIMTわれる公共支'１１によって実
現されるから，失業していない消費者から失業している消費者への所得
の再分配をもたらすが，このi所得の両分配効果は望ましいとはかぎらな
い。
さらに，われわれの不完全雇川均衡の概念は貨幣賃金率の硬直性に基
づいているが，異なる不完全雇用均衡を考慮すれば結果も異なるりうる。
しかし，不況のときにどのようにして財源を確保するかは課税制度を考
察するうえで重要であり，このことに不完全雇用均衡における課税制度
を考察する意義があると考えられる。
われわれは，政府収入は均衡財政において消費財消費のみに支出され
ると考えた。財政支出は安定化政策の手段としても，公共財および公共
サーヴィスを供給するための財源としても重要である。公共政策が有効
な経済環境においては，ある程度の租税を課して公共サーヴィスを提供
することにより，経済厚生を増大させることができる。われわれのモデ
ルにおいては，均術財政政策による失業の解消が国民所得を増大させる
ことにより経済厚生を増大させている。間接税率の比例的下落が経済厚
生を増大させるのは，税収を支出することによって経済厚生が増大する
ことを考慮していないためであると考えられる。
また，われわれの結果は不完全雇用均衡における需要および供給の価
格弾力性の性質に関する仮定に依存しているから，これらの仮定が異な
るときには結果も異なることは指摘する必要があろう。(M）もちろん，
われわれは不完全雇用均衡における不況期の経済状態を考慮しているか
ら，（２４）によって表現されるように消費財需要の価格弾力性が小さい
と仮定することが妥当であると考えられる。
注
＊本稿は法政大学研究助成金の補助を受けた研究の－部である。記し
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て深謝したい。
１）最適課税理論の展開については，Atkinson＆Stiglitz（1980），本
間（（１９８４），第９章)，山田（（１９９０），第１章；第２章）を参照された
い。
２）最適税制として特徴づけられている課税flill度を施行するためには，
政府が税制を自由に操作できる，消費者の選好および生産者の生産技術な
どの大局的な情報が必要である，最適・効率的ということの意味自体が難
しい，という問題に対処しなければならない。しかし，これは一般に不ｎｌ
能であるか可能でもコストが高すぎる。
３）税制改革の方向づけとして，税率を比例的に引き下げるという方向
の他に，労働,供給に対して相対的により補完的な財に高い税率を課しあま
り補完的でない財に低い税率を課すという方向（Corlett＆Hague
（１９５３）:Feldstein(１９７６）），すべての財の税率が等しくなるように税率
を操作するという方Iilil（Hatta(１９８６））がある。税制改革を実行するとき
には，比例税の方が都合がよい。しかし，利潤の配当がない場合には比例
税は所得税と''1値であるから，さらに所得税の方が実際上都合がよいこと
になる。
不完全雇川均衡における税制改革の研究にはWibaut（１９８７）がある。
４）一般に，必需品は需要の価格弾力性がＺより小さい財であり，嗜好品
は需要の価格Ｉiii力性がＩより大きい財であると定義されるが，本稿では，
需給の価格弾力性の大きさが重要であり，詳細は３－１節を参照されたい。
５）一般にはﾉﾊ/ｐｈを間接税率というが，ここでは間接税率７Aを
，Ｆ１+会
によって定義する。
６）財政政策によって生じる生産者の労働需要がそれぞれの消費者にど
のように割り当てられるかを示す適当なルールはない。不完全雇用均衡に
おいてはこのようなl1U題が生じるため，最適課税IliU度を特徴づけるのは非
常に困難である。
７）消費者は労働供給したがって余暇需要を所与として所得制約のもと
で効用を最大にするという二重決定を行っている。二重決定仮説について
はＣlower(１９６５）を参照されたい。
８）支出税率をで，間接税率をｵﾉ;/Ｐｈとすると，すべての/Z＝Z,２について
Ｉ 
L￣Ｚ＋(ｵﾙ/ｐｈ） 
1７４ 
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であるとき，間接税と支ｌｌＩ税は同値である。
９）均衡財政政策は，定められた間接税率に基づいて徴収された政府収
入を適切に各消費財の支出に分配することにより，各消費財の生産者価格
を上昇させる政策である。
１０）符号は需要と供給の価格弾力性の定義とそれらの性質に関する仮定
（１９），（２０）および（２２）から明らかである。
１１）需要の価格弾力性に基づく必需品およびiI耆好品の一般的定義(E１１＜Z，
ｅ22＞Ｚ)によれば，（３２）の第１項は正であるとはかぎらない。そこで，
（３２）の符号を判定するために単純化の仮定をおく。まず，各消費財の需
要・供給・財政支出の比率が等しい，すなわち
＿ｴﾑｰｰｴﾆ＝_Ｚ＞Ｚ 
ｒ」ｒ２工
となるように政府支出が各消費1Mに配分されると仮定する。この関係は，
財政支出が消費者の需要と比較して小さい（例年Ｚ対7）から，近似的に
成り立つと考えてよいであろう。したがって，（２２）および（２６）より，
（*)等．α+鶚盧鱸=÷(÷鶚僅"+告鶚圖箪)<ｚｊｒ 
である。以上のことから，ｐ１Ｙ,＋p2Y2＝〃であること(こ注意すると，
』>,,雄鼻(エ+聖)'エー(鶚．"+等｡露)}>ｏｒｖｚｌｊｒ 
カゴ得られる。
１２）これらの関係は，間接税率と需給のlilli格弾力性の人きさではなく符
号のみに依存しているから，一般的に成立する。
１３）注（11）と何じょうに
＿ｴﾑｰｰｴﾆｰｰｴ＞ｚ 
ｊｒ１ｒ2ｒ 
とするならば，注（１１）の（＊），（２１），（２３），ｐ１Ｙ１＋山Y2＝１Ｖであ
ることに注意すると，
－α2』α』2＋α』ｊ(α22＋622）
一帯蘂'(二)蓼(Ａｒ,+…)-(工)(必yjs型+ﾙ…）ｒｒ 
＋'鉦豐ｪ(ニー竺)-必r譽器(G露+蓋)｝ｊと〃11フル２
〈鶚雲I(÷)譽雌(二)(二)脳+',γ愚ヱ(竺一壁）鉈ｒｒ７１１v22
-αr譽器(ご蕊十雲)）ワ2２
１７５ 
‐"ず'覺r刎些(竺一竺)-竺團蘂(』+志)'<，．ｒ７１Ｊり錘７７｣１
カJ得られる。
１４）需要の価格弾力性の大きさによって税制改革の方向が異なる可能性
がある。たとえば，便宜的に
V』」＜e1z＜ＺＺ＋７１１ 
"〃需要の価格Ｉiii力性 ＜Ｚ e〃＜ Zイーリノノ
I＜e22＜Ｙ２な２ ケース２ケースＩ
Z＜Ｙ２/苑2＜e2２ ケース４ケース３
のように需要のIlli格弾力性の大きさを場合分けする。ケース１は本稿にお
いて仮定している条件である。それぞれの消費財の需要の価格弾力性が相
対的に大きいケース４においては，（２８），（３３）および（３４）から，政
府が必需砧の|Ｍ１接税率を下落させ，Ⅱ肯好品の間接税率を上昇させると，必
需品の消費者Illi格が上昇しⅡ菅好,1iihの消費者価格が下落し，政府収入したが
って政府支出が増大し，各消費財の生産者価格が上昇して，経済厚生が増
大することがわかる。ケース２およびケース３においては，間接税率の比
例的上昇あるいは比例的下落が経済厚生を増大する可能性がある。
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